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1. 東京障害者職業能力開発校

当校は，東京都小平市に位置し，11職系14科年間
定員260名を有する。（表1参照）

障害は様々であり，肢体，聴覚，視覚，精神，発
達，知的などの障害を持つ生徒が3か月から1年の期
間において様々な訓練を受けている。

2. 精神 ･発達障害者受入れの背景 ･経緯

東京障害者職業能力開発校では，平成20年度から
｢職業訓練上特別な支援を要する障害者※」である
精神障害者の受入れ（試行）を開始した。障害をオー
プンにした形での入校，訓練の実施，就職支援等を
行う。精神保健福祉士を配置する等バックアップ体
制も強化し訓練効果を検証しながら進めた。

平成19年度
校内プロジェクトチーム立ち上げ。精神障害者受

入れについての検討が始まる。当初の構想は，障害
特性において長期間の訓練を受けることが可能であ
るか見極めることが必要なため，試行期間中は短期
課程のオフィスワーク科（6ヶ月）において実施す
ることとしていたが，希望者がいれば身体対象全科
にて受け入れることとなる。平成20年度生募集開始。

平成20年度
試行期間は平成22年度までとして試行開始。
精神障害者対象の専門科目を新たに設置せず，既

存科目の中で，他の身体障害者と同時に訓練を実施。
オフィスワーク科 （6ヶ月コース）を中心として

募集・入校させるが，希望があれば他の科目にも入
校可能とし開始。

試行定員は4月生，10月生ともに3名。

―精神・発達障害者の方のための科目｢職域開発科」の紹介―

東京障害者職業能力開発校における
「職業訓練上特別な支援を要する障害者」の

受入れについて

国立・都営　東京障害者職業能力開発校

職域開発系職域開発科　園田　忠夫



図1　精神・発達障害者受け入れ態勢

表2　主な訓練内容と訓練時間
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平成21年度
試行期間が1年短縮され平成21年度までとなり，

22年度より本格実施となる。（定員5名）
平成22年度

専門訓練コース設置を検討。
平成23年度

有識者等を含む科目開発検討会を設置。
平成25年度

精神・発達障害者を対象とする専門の科目「職域
開発科」（定員10名）を設置。
平成27年度

短期ビジネス系オフィスワーク科への連続受講が
可能な精神障害・発達障害・身体障害者対象の「就
業支援事務科」を設置。
（他の科目へ入校可能な事前協議は，継続。）

3. 職域開発科

3.1　　概要
〇対象：精神障害者及び発達障害者
〇定員：10名（各5名程度）
〇訓練期間：6ヶ月
　（平成28年度より，4月，7月，10月，1月入校）
〇訓練総時間：680時限（1時限は，45分）
〇社会生活技能の習得を重視
　・障害への理解・認識を深める
　・基礎体力の養成
　・コミュニケーションスキル
　・ビジネスマナー

〇就職活動準備（校外実習必須）
　・履歴書・職務経歴書の書き方
　・面接練習
　・企業見学及び企業での業務実習
〇入校〜1ヶ月半
　・1日6時限，技術体験（表4・表5）
〇1ヶ月半〜修了
　・週3日6時限，週2日8時限，選択実技（表6・表7）

3.2　　目標
本科の訓練目標は以下のとおりである。また，詳

細を表3に示す。
　・障害への理解・認識を深め，自らに相応しい就

労形態や職種を見出す。
　・社会生活技能と専門技術の習得及び就業環境へ

の適応性を養い就職をつかむ。
　・自らの障害への理解を求めながら，就労現場で

の定着を目指す。

3.3　　訓練内容
〇入校〜約1ヶ月半

入校後，技術体験を行う。毎日，違う訓練（表4・
表5）を体験しなければならず，精神・発達障害者
にとっては，とても厳しい内容である。

しかし，自己の障害特性（自己の障害の状況やそ



表3　職域開発科目標

表4　事務技術体験

表5　物流・サービス技術体験

障害者に対する職業訓練２－11－

れに対する必要な配慮）を知り，就職へ向けての職
業選択に重要な資料となる。

また，指導者側にとっても今後の訓練指導や就職
指導に活かせる導入訓練である。
〇1ヶ月半〜修了（選択実技）

本人の適性・希望により事務コース又は，物流サー
ビスコースにわかれ専門的な訓練を行う。

校外実習（必須）以外ユニットメニュー（表6・表7）
から3つを選択し専門的な訓練を受講する。
○社会生活技能の習得を重視
　・障害への理解・認識を深める
　・基礎体力の養成
　・コミュニケーションスキル



表6　事務コースユニット

表7　物流コースユニット

表8　一週間の流れ（例）
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3.4　　訓練の流れ
生徒は全員ラジオ体操開始前に生活指導相談員

から睡眠時間や服薬状況などの健康チェックを受け
る。

ラジオ体操終了後，生徒は各自基本作業を行う。
その間，訓練，生活，就職を指導する職員は情報を
共有するための会議を行う。

職員及び生徒全員で朝のミーティングを行い全体
の意思統一を図り，その後訓練実施となる。

訓練終了後もミーティングを行い当日の振返り及
び明日の予定等を確認する。

訓練時間は，入校から一か月半の期間（技術体験）
は，導入時期であるため訓練は14時45分迄である。
コースに別れた後は週二日16時30分まで訓練を実施
している。内容もより一層専門的になる。

3.5　　指導・支援体制
図2に本科の指導・支援体制を示す。また，指導・

支援の特徴を以下に挙げる。
○チームによる指導・支援

職業訓練指導員（非常勤講師含む）
＋生活指導相談員＋職場定着支援員

○専門スタッフの連携で多角的に支援
校常駐看護師，精神保健福祉士による日常的連携

と，外部医師によるバックアップ
○職場定着まで一貫した支援

訓練中の就職支援から，修了後も定着まで一貫し
て支援（地域支援機関と連携）
○修了後は…
　・未就職者=支援計画作成，就職促進

　・ビジネスマナー
○就職活動準備（校外実習必須）
　・履歴書・職務経歴書の書き方
　・面接練習
　・企業見学，企業での実習
○障害特性や能力等にあわせた個別訓練
　・職場をイメージした行動のシミュレーション

⇒通勤，上司・同僚，報・連・相，休息
⇒職場環境（オフィス・店舗・バックヤード）

　・苦手，思うようにならない，困った，失敗など
⇒就労現場で課題となることを材料に自己対応

能力を高める訓練を行う。
　・自分の課題を発見し，掘り下げて開示

⇒グループでの話し合い（社内会議）で解決策
を導く。

⇒再現ロールプレイで適切な行動を検討。
⇒繰り返し行い自らにとっての最適行動を身に

つける。



図2　支援体制
図3　生徒年齢構成

図4　生徒期別平均年齢

図5　生徒年齢と就職率
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（就労経験なし）の生徒が増えると思われる，今
までの支援の方法を見直す必要がある（図7）。　・就職者=職場訪問（就職後1・2・3か月）

　・定着へのフォロー=修了後6ヶ月・1年

3.6　　生徒年齢構成
若年層の18歳〜29歳までで全体37名中25名（44%）

を占める。また，30歳以上が21人（56%）おり，よ
り一層の就職指導が必要となる（図3）。

3.7　　生徒期別平均年齢
入校年齢は4月生が比較的若く10月生が高い傾向

にある。全体を通して見ると，入校年齢は高くなる
傾向にある（図4）。

3.8　　生徒年齢と就職率
入校年齢は高くなる傾向にある。平均年齢が上

がっているにも拘らず就職率が高くなる傾向にある
のは，近年，精神・発達障害者に対する企業の採用
の意欲の変化が要因と考えられる（図5）。

3.9　　生徒最終学歴
大学卒が全体の5割以上を占め，高学歴者が多く

入校しているのが職域開発科の特徴といえる（図6）。

3.10　　生徒障害別入校数及び割合
精神障害者が半数以上を占め，発達障害者が三分

の一という構成である。今後，発達障害で新規学卒



図6　生徒最終学歴

図7　生徒障害別入校数及び割合
（注）グラフのデータは平成25年4月生から平成27年10月 
　生迄のものである
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る。特に障害者に対する「合理的配慮」については，
企業と障害者（生徒）との間に立つことも考えられ
る。また，障害者職業訓練指導員と生徒（障害者）
との関わり方も変わって来ると思われる。我々，障
害者職業訓練指導員はどのような合理的配慮をどの
程度まで提供できるのかを早急に検証しなければな
らない。

4. おわりに

今，企業が精神障害者を多数採用するようになっ
た一方，高い離職率（就労後，三か月未満で40%近
くが退職するというデータもある）が問題になって
いる。

今回紹介した，職域開発科は，就職することのみ
が目的ではなく職場定着を主眼においた訓練を行っ
ている。実際，職域開発科の修了生の定着率は80%
と高い。

また，精神障害者に精通した職場定着支援員の力
も大きい。定期的に企業を訪問し企業と連携して修
了生の職場定着を支援している。障害者職業訓練指
導員として，早急に研究実践する必要があるのが平
成28年度から施行された「障害者差別解消法」であ

※「職業訓練上特別な支援を要する障害者」とは

厚生労働省は，「職業訓練上特別な支援を要する障害者」
を以下のとおり定めている。これまで訓練受入れ自体が困
難とされた者について，今後の障害者訓練では「より重点
的に支援を実施していく必要性の高い障害者」と見なすと
の視点に立つものである。
・視覚障害者1級・2級の者
・上肢障害者1級の者
・脳性まひによる上肢機能障害1級・2級の者
・2級以上の両上肢機能障害及び2級以上の両下肢機能障害

を重複する者
・体幹障害1級・2級であって，特に配慮を必要とする者
・重度知的障害者
・知的障害及び身体障害の重複障害であって，特に配慮を

必要とする者
・精神障害者　･発達障害者　･高次脳機能障害


